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収支状況からみた貴市の強み

 土地区画整理事業等の実施、シティプロモーションに
注力し、商業施設の誘致（ららぽーと富士見）や待機児
童０人にするための施設整備などの取組が奏功し、直
近10年間、給与所得者数が増加（6,178人増加）

 他市と比べ地方税収（特に個人住民税）の獲得が優位
にあり、この地方税収入を支えに安定した行政経常収入
の確保に繋がっている。

積立金等月収倍率からみた留意点（積立金等月収倍率2.9か
月（<3.0か月））
 平成23年度の積立金等残高47.7億円に対し、令和2年
度の同残高は80.1億円に達しており、積立金等月収倍
率が2.9か月（令和2年度）にまで上昇。

 他方、大規模改修工事に伴い公共施設整備基金（特
定目的基金）等を取り崩し。学校施設整備事業等への
支出や、地方債の元金償還による財源不足を補うため
に財政調整基金を取り崩し。これにより、積立金等残高
の水準を押し下げ、積立金等月収倍率は3.0か月未満と
なっている。 4
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１．診断年度（令和２年度決算）
債務償還能力、資金繰り状況ともに留意すべき状況にはない

（R2)行政経常収入に対する収入科目の割合

積立金等月収倍率㈪・各種基金残高(百万円)



行政経常収支率は低下

 IT人材を増員しているなどによる人件費の増加。

 介護給付費等の増加、医療扶助等の増加などによる扶助費の増加。

 志木地区衛生組合が実施する富士見環境センターの大規模改修工事に対する建設負担金や公
債費負担金など補助費等の増加。

 これにより行政経常収支は減少し、行政経常収支率は低下する見通し。

債務償還可能年数は長期化

 学校施設整備事業や新庁舎建設事業などに係る起債により地方債現在高の増加。

 学校施設整備事業への一般財源からの充当に加え、引き続き公債費が嵩み、これにより生じる
財源不足を財政調整基金の取り崩しで補うため積立金等残高は減少。

 これにより、実質債務は増加し、債務償還可能年数は長期化する見通し。

積立金等月収倍率は低下

 上述のとおり積立金等残高が減少し、積立金等月収倍率は低下する見通し。
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２．今後の見通し
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 今後、新庁舎建設事業等の実施に伴い実質債務が
増加、一方、行政経常収支は減少する見通し。

 予定する事業の実施においては、民間活用（PPP/PFI）
の導入や施設の複合化の検討も一案。
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３．まとめ

・現状、債務償還能力・資金繰り状況に留意すべき状況
にはない。

・今後、行政経常収支率や積立金等月収倍率が低下し、
債務償還可能年数も長期化する見通し。

・財政負担の軽減を図り、健全かつ安定的な財政運営
が継続されることが望まれる。
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